
財務諸表に対する注記 

 

１．重要な会計方針 

 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券…償却原価法(定額法)を採用しています。 

 

(2)固定資産の減価償却の方法 

  固定資産の減価償却の方法は、定額法を採用しています。 

 

(3)引当金の計上基準 

（退職給付引当金） 

 役職員の退職給付の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、当

事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。 

 

(4)消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税込方式を採用しています。 

 

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。 

      (単位：円) 

科   目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産         

 定期預金 26,613,180 57,159,960 53,245,210 30,527,930 

 投資有価証券 2,973,386,820 500,304,400 504,219,150 2,969,472,070 

小 計 3,000,000,000 557,464,360 557,464,360 3,000,000,000 

特定資産         

 退職給付引当預金 5,029,000 1,324,000 0 6,353,000 

  事業継続安定化資産 101,544,600 0 364,400 101,180,200 

小 計 106,573,600 1,324,000 364,400 107,533,200 

合 計 3,106,573,600 558,788,360 557,828,760 3,107,533,200 

 

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。 

         (単位：円)  

科   目 当期末残高   

(うち指定正味

財産からの 

充当額) 

 

(うち一般正味

財産からの 

充当額) 

 
(うち負債に

対応する額) 
 

基本財産            

 定期預金 30,527,930 ( 30,527,930 ) (     -     ) ( - ) 

 投資有価証券 2,969,472,070 ( 2,969,472,070 ) (     -     ) ( - ) 

小 計 3,000,000,000 ( 3,000,000,000 ) (          0) ( 0 ) 

特定資産             

 退職給付引当預金 6,353,000 ( - ) (     -     ) ( 6,353,000 ) 

 事業継続安定化資産 101,180,200 ( - ) (101,180,200) ( - ) 

小 計 107,533,200 ( 0 ) (101,180,200) ( 6,353,000 ) 

合 計 3,107,533,200 ( 3,000,000,000 ) (101,180,200) ( 6,353,000 ) 

 

 



 

４．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりです。 

 

   (単位：円) 

種 類 及 び 銘 柄 帳簿価額 時  価 評価損益 

 

(基本財産) 

 

三菱東京 UFJ 銀行第 12 回期限付劣後社債 

第 293 回利付国債 

三菱東京 UFJ 銀行第 101 回社債 

三菱東京 UFJ 銀行第 7回期限付劣後社債 

三菱東京 UFJ 銀行第 9回期限付劣後社債 

三菱東京 UFJ 銀行第 32 回期限付劣後社債 

第 62 回三井物産社債 

第 61 回利付国債 

三菱東京 UFJ 銀行第 32 回期限付劣後社債 

三菱東京 UFJ 銀行第 32 回期限付劣後社債 

三菱東京 UFJ 銀行第 32 回期限付劣後社債 

BTMU ｷｭﾗｿｰﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞﾕｰﾛ円建期限付劣後債 

三菱東京 UFJ 銀行第 35 回期限付劣後社債 

第 35 回日本郵船社債 

第 14 回旭硝子社債 

第 11 回三菱 UFJ 信託銀行社債（劣後特約付） 

第 89 回住友不動産社債 

第 98 回丸紅社債 

第 4回三越伊勢丹ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ社債 

第 97 回住友不動産社債 

第 334 回利付国債 

ﾓﾙｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰ ﾕｰﾛ円債ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ債 

BPCE 第 7 回円貨社債 

BPCE 第 8 回円貨社債 

第 4回 MUFG 永久劣後債 

第 5回 MUFG 永久劣後債 

 

              基本財産小計 

 

 

(特定資産) 

 

第 316 回北海道電力社債 

        

 

 

   100,000,000 

   100,000,000 

   100,000,000 

   100,000,000 

   101,104,247 

  100,000,000 

   102,387,923 

   198,216,200 

   101,382,200 

   202,687,800 

   101,077,900 

   100,000,000 

   101,832,600 

   100,528,300 

   100,509,100 
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   202,316,700 

   102,166,500 

100,747,500 

50,309,100 

100,000,000 

100,000,000 

100,000,000 

100,000,000 

200,000,000 

 

2,969,472,070 

 

 

 

 

101,180,200 

 

 

100,664,000 

102,490,000 

102,438,000 

105,403,000 

106,168,000 

106,096,000 

109,559,000 

213,020,000 

106,096,000 

212,192,000 

106,096,000 

104,664,000 

106,423,000 

104,217,000 

104,882,000 

106,033,000 

104,490,000 

208,800,000 

104,560,000 

103,750,000 

52,335,000 

96,403,000 

98,960,000 

99,480,000 

101,586,000 

202,342,000 

 

3,069,147,000 

 

 

 

 

103,360,000 

 

 

 

 

664,000 

   2,490,000 

    2,438,000 

    5,403,000 

    5,063,753 

6,096,000 

7,171,077 

14,803,800 

4,713,800 

9,504,200 

5,018,100 

4,664,000 

4,590,400 

3,688,700 

4,372,900 

3,572,600 

2,744,400 

6,483,300 

2,393,500 

3,002,500 

2,025,900 

▲3,597,000 

▲1,040,000 

▲520,000 

1,586,000 

2,342,000 

 

99,674,930 

 

 

 

 

2,179,800 

 

 

 

合    計             3,070,652,270 3,172,507,000 101,854,730 

 

 

 

 



 

 

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。 

     (単位：円) 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

什器備品 148,785 131,426 17,359 

合 計 148,785 131,426 17,359 

 

 

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

  指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりです。 

       

 

 

(単位：円) 

内    容 金   額 

経常収益への振替額           

 基本財産受取利息(指定) 38,186,926 

合    計 38,186,926 

 

 

７．金融商品の状況に関する注記 

 

(1)金融商品に対する取組方針 

 当財団は、公益目的事業の財源の相当部分を運用益によって賄うため、債券及び定期預金によ

り資産運用します。尚、外貨建運用及びデリバティブ取引は行わない方針としています。 

 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

 債券発行体の信用リスクについては、定期的に把握し、理事会に報告します。 

 

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

 金融商品の取引は、当財団の資産運用規程に基づき行います。資産運用規程の改定には、理事

会の承認を要します。 

 


